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不妊治療費助成事業 予算案：524,087千円

不妊治療の保険適用に向けた国の動向

◆Ｒ４年４月からの保険適用までの間、現行の助成制度を大幅拡充

県助成の方向性

 Ｈ27年度から自己負担が概ね３割となるよう、国の助成額に
県単独で上乗せを実施（県1/2、市町村1/2）

〔Ａ治療〕 ２回目以降 30万円（15万円上乗せ）

〔Ｂ治療〕 初回以降 39万円（初回：9万円、２回目以降：24万円上乗せ）

 Ｒ２年10月からは、国に先んじて出産ごとに回数をリセットするなど
助成内容は全国トップレベル

⇒直近の平均治療費が上昇傾向にあることを踏まえ、自己負担が
概ね３割になるよう県単独の上乗せをさらに拡充

保険適用までの切れ目のない支援により
子どもを希望する夫婦を後押し

不妊検査
（１～2ヶ月程度）

費
用

保険適用（一部除く）
数千円～数万円

－

体外受精 顕微授精

保険適用外
数十万円

保険適用外
数十万円

20～30％

タイミング法
（6ヶ月程度）

保険適用
数千円～数万円

個人差あり

男性不妊

保険適用外
数十万円

個人差あり

人工授精
（約3～6ヶ月）

保険適用外
平均約２万円

５～10%

特定不妊治療一般不妊治療検 査 男性不妊

成功率

不妊検査費助成（妊活応援検診） 特定不妊治療費助成

◆早期に治療へ誘導するための検査費を県単独で助成

〔対象者〕 妻の年齢が43歳未満かつ婚姻２年以内の夫婦
または、妻の年齢が30歳未満の夫婦 ※所得制限撤廃

（Ｒ２～３年度に限り、妻の年齢が43歳未満の夫婦を対象）

〔対象経費〕初めて不妊検査を受診する夫婦が行う検査に
要する自己負担額

〔助成額〕 上限３万円（県1/2、市町村1/2 ※大分市のみ県1/4）

◆保険適用外の治療費について国助成とあわせ県単独上乗せ

〔対象者〕国制度と同様

〔補助率〕

国庫対象（国1/2、県1/2）

県上乗せ（県1/2、市町村1/2）
※大分市のみ県1/4

拡 拡 新 不育症検査費助成

〔不育症とは〕

妊娠はするものの、２回以上、
流産・ 死産等がある場合

〔対象経費〕保険適用外の検査

〔助成額〕 上限５万円（国1/2、県1/2）
※大分市へは国が直接補助

現行 拡充後 備考

Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ治療

男性不妊

 初回 30万円

 ２回目以降 15万円
全ての回数で30万円

Ｃ、Ｆ治療 7.5万円 10万円

年齢
 治療開始時の

 妻の年齢43歳未満
変更なし

対象 法律婚の夫婦 法律婚、事実婚の夫婦

所得制限
 夫婦の合計所得額

 730万円未満
所得制限撤廃

妻の年齢40歳未満 通算６回 １出産あたり６回

妻の年齢40歳以上 通算３回 １出産あたり３回

県独自制度に

国制度が追いつく

助

成

額

助

成

要

件

回

数

〔Ａ治療〕新鮮胚移植

〔Ｂ治療〕凍結胚移植

〔Ｃ治療〕凍結胚移植（採卵なし）

〔Ｄ治療〕体調不良等で中止

〔Ｅ治療〕受精できず

〔Ｆ治療〕採卵したがとれず

〔男性不妊〕精子回収術

対象経費 費用負担 助成上限

国庫対象 30万円

県上乗せ 5万円

国庫対象 30万円

県上乗せ 11万円

国庫対象 10万円

県上乗せ 4.5万円

国庫対象 30万円

県上乗せ －

Ｄ，Ｅ治療

男性不妊

Ｃ，Ｆ治療

Ａ治療

Ｂ治療
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ＳＮＳ子育て相談体制整備事業 予算案：13,582千円

子育て家庭の現状と課題 より相談しやすい環境整備が必要

ＬＩＮＥ利用率
20代：98％
30代：93％

(H30総務省調査)

小

大

対面相
談
へ
の
抵
抗
感

 現状では対面・電話による相談が主（いつでも子育てほっとライン）

〔子育て家庭の声〕
 「育児疲れで内向的になっているとき
自分から電話するのは難しい、気力もない」
（Ｈ３０子ども・子育て県民意識調査）

 「電話することに抵抗がある」
（Ｈ３０「育児がつらかったとき」に関するTwitter意識調査）

 「ＬＩＮＥ等今どきの相談ツールがあるとうれしい」
（Ｒ１子ども・子育て県民意識調査）

レッドゾーン
（重度の子育て困難家庭）

イエローゾーン
（軽度の子育て困難家庭）

グレーゾーン
（高ストレス家庭）

ホワイトゾーン
（支援不要または自らアクション可）

児
相
・
市
町
村
等
が

介
入
・
支
援

自ら

アクション
が困難

ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）の活用が有効

 保育所等を利用していない
子どもの割合（Ｒ１大分県調べ）

０歳 ・・・ 約80％

１～２歳・・・ 約33％

 三世代同居の割合

約12％（Ｒ１国民生活基礎調査：大分県）

 「子育てについて、気軽に相談できる
人がいない」割合

約11％（Ｒ１子ども・子育て県民意識調査）

⇒子育ての孤立化が懸念

電話

メール

ＳＮＳ
（ＬＩＮＥ）

子育てに悩む人が気軽に相談できるようＬＩＮＥによる子育て相談を実施

ＡＩによる自動回答 ＬＩＮＥ相談員による応談

◆質問を直接入力するとＡＩが瞬時に自動回答

「赤ちゃん泣き止まない」と入力

赤ちゃん
泣き止まない

心配ですね。赤ちゃんが
泣きやまないときはミル
クやおむつ、抱っこ等欲
しがっていると思うものを
いろいろ確かめてみま
しょう。

決して赤ちゃんの口を塞
いだり、激しく揺さぶった
りしてはいけません。・・・

はい

問題は解決しましたか？

いいえ

「夜間発熱」と入力

夜間発熱

各地区の休日夜間
の当番医を
「おおいた医療情報
ほっとネット」
に掲載しています。
https://iryo-joho.
pref.oita.jp/

はい

問題は解決しましたか？

いいえ

「悩みを聞いてほしい」と入力

悩みを聞いて
ほしい

「いつでも子育てほっと

ライン」で電話相談を
行っています。
℡：0120-462-110
（タップでダイヤル発信）
ＬＩＮＥで相談員による
対応も可能です。

このままＬＩＮＥ相談員に
つなぎますか？

はい いいえ

ＬＩＮＥ
相談員への
移行も可能

相談員につながると相談開始

子育てで悩んでいます。

こんにちは。
ＬＩＮＥ相談員です。
本日はどのようなご相談
ですか？

◆自動回答で解決しない場合や希望する場合はＬＩＮＥ相談員が直接応談

ＬＩＮＥ相談員につないで
います・・・

お子さまは
おいくつですか？

〔システム導入〕 Ｒ３．８月開始予定

２４時間３６５日即座に対応！

必要に応じて他の専門機関を案内
（子育て支援拠点、医療機関、市町村 等）

⇒切れ目のない支援を実施

 ＬＩＮＥ相談員を２名配置
（中央児童相談所内に配置）※平日9時～17時対応

 ＬＩＮＥ相談員養成研修受講
⇒テキストベースでの相談独特の技術を習得

 制度周知のための広報費（チラシ等）

相談者の気持ちに
寄り添った手厚い
支援体制を構築

すぐに回答がほしい
ＡＩの方が人とやりとり
しなくていいから気楽

人に直接悩みを聞い
てほしい

- 2 -



１ 健やかで心豊かに暮らせる安心の大分県

①子育て満足度日本一の実現
（単位：千円）

38,108 
(39,459)

524,087 
(330,511)

　

13,582 
(0)

608,026 
(581,818)

84,427 
(74,967)

908,897 
(945,702)

※ 　　は「新規事業」、 　 は「ポストコロナ社会創造枠事業」

3

子育て家庭が気軽に相談できる体制の充実を図るため、子育てに関す
るあらゆる相談を２４時間３６５日受け付ける「いつでも子育てほっと
ライン」にＳＮＳを活用した相談機能を追加する。

こども未来課
ＳＮＳ子育て相談体制整
備事業

令和３年度一般会計当初予算案

事　業　名 当　初　予　算　案　の　概　要 所管課

令和３年度
当初予算案

令和２年度
当初予算額

①子育て満足度日本一、②健康寿命日本一、そして③障がい者雇用日本一の実現に向け、子育て家庭が
気軽に相談できる体制の充実や病児保育の広域化・ＩＣＴ化、介護保険における自立支援型サービスの推
進、知的・精神障がい者の一般就労移行への支援などに積極的に取り組む。

また、令和２年７月豪雨災害等を踏まえ、中小河川等における避難行動支援の充実など災害の危険性の
見える化を進めるほか、大分臨海部コンビナートを中心とする海岸・河川施設の整備など、さらなる強靱
な県土づくりを推進する。

さらに、コロナ禍における地方移住への関心の高まりを実際の移住に繋げるため、情報通信産業や農
業、建設産業など様々な分野への就職・転職による移住促進の取組を加速する。

4

子育て家庭の多様な保育ニーズに応えるため、保育所等における延長
保育や一時預かり等の子育て支援事業を実施する市町村に対し助成す
る。
　・補助率　２／３（国１／３　県１／３）

こども未来課
地域子ども・子育て支援
事業

2

不妊治療の経済的負担を軽減するため、保険適用外の特定不妊治療を
行う夫婦に対し、市町村と連携して自己負担が概ね３割となるよう助成
する。
　・助成回数　４０歳未満　１出産あたり６回
　　　　　　　４０歳以上　１出産あたり３回
  ・助成上限　凍結胚移植　３９万円→４１万円
　　　　　　　新鮮胚移植　３０万円→３５万円
　　　　　　　精子回収術　１５万円→３０万円
　・助成要件　夫婦の合計所得額７３０万円未満→所得制限撤廃
　※令和３年１月１日以降に終了した治療について、助成額等を拡充

不妊を心配する夫婦の早期受診を促すため、市町村と連携して不妊検
査に要する費用を助成する。
　・対象者　　妻の年齢が４３歳未満かつ婚姻２年以内の夫婦又は妻の
　　　　　　　年齢が３０歳未満の夫婦
　　　　　　　※３年度は妻の年齢が４３歳未満の夫婦
　・助成上限　３万円

こども未来課不妊治療費助成事業

1

若者の結婚の希望を後押しするため、「出会いサポートセンター」を
運営し、市町村、民間団体、企業等と連携した出会いの場づくり等を総
合的に実施する。
　・相談・登録・お相手検索が可能な巡回相談会の開催
　【特】オンライン上で新規会員登録やお見合いができる機能の追加
　【特】会員向け婚活イベントの実施　など

こども未来課おおいた出会い応援事業

5

子育て家庭の負担を軽減するため、様々な子育て支援サービス等に利
用できる「おおいた子育てほっとクーポン」を出生時に配布する。
　・配布額　養育する子どもの数×１万円分
　　　【新】対象サービスにミルク、おむつの購入を追加

　〔債務負担行為　５４，７４７千円〕

こども未来課
おおいた子育てほっと
クーポン利用促進事業

6

子育て家庭の経済的負担を軽減し、子どもたちの健康保持と健全育成
を図るため、子ども医療費を軽減する市町村に対し助成する。
　・通 　 院　未就学児まで
　・入  　院　中学生まで
　・自己負担　通院１日５００円（上限：月４回、３歳未満 月２回）
　　　　　　　入院１日５００円（上限：月１４日）

こども未来課子ども医療費助成事業

新 特

特
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672,189 
(786,283)

214,003 
(423,193)

3,612,361 
(4,055,656)

4,997,095 
(4,839,526)

1,108,912
(1,100,412)

121,736 
(112,279)

316,628 
(118,209)

20,300 
(8,340)

71,075 
(52,973)

834,136 
(791,241)

23,971 
(18,963)

17

地域全体で子どもの成長と子育て家庭を応援するため、イクボス宣言
企業や子育て応援店を拡大するほか、男性の子育て力向上セミナー等を
開催する。
　【特】企業経営者等を対象にしたイクボスセミナーの開催
　【特】子育て家庭に特典の提供等を行う子育て応援店の登録拡大
　【特】男性の子育て力向上セミナーの開催　など

こども未来課
おおいた子育て応援スク
ラム事業

15

放課後の子どもに安全で健やかな生活の場を提供するため、放課後児
童クラブを整備する市町村に対し助成する。
　・実施箇所　３市　１９クラブ

こども未来課
放課後児童クラブ施設整
備事業

16

放課後の子どもに安全で健やかな生活の場を提供するため、放課後児
童クラブを運営する市町村に対し助成するとともに、クラブの運営強化
に向けた取組を支援する。
　・放課後児童クラブ運営費の助成（４０４クラブ）
　　　補助率　２／３（国１／３　県１／３）
　【特】労働環境の改善等を行うクラブへのアドバイザー派遣　など

こども未来課放課後児童対策充実事業

幼稚園教諭の負担を軽減するため、業務改善に向けたＩＣＴ設備導入
等を行う学校法人に対し助成する。
　・補助率　３／４　　限度額　５４万円→７５万円

認定こども園等へ円滑に移行できる環境を整えるため、認可申請事務
等を行う職員を雇用する学校法人に対し助成する。
　・補助率　１／２　　限度額　８０万円

こども未来課
私立幼稚園業務改善等支
援事業

13

保育人材の確保と職場定着を図るため、高校生向けの出前講座や福岡
での就職イベント等を実施するとともに、業務効率化に取り組む保育施
設に対し助成する。
　【特】高校生を対象にした出前講座やインターンシップの実施
　【特】福岡県の保育士養成施設の学生を対象にした先輩保育士との交
　　　　流会開催
　・ＩＣＴを活用した業務効率化に取り組む保育施設への助成
　　　補助率　１／２　　限度額　５０万円　など

こども未来課保育環境向上支援事業

12

安心して病気の子どもを預けられる環境を整えるため、病児保育を実
施する市町村に対し運営費を助成するとともに、病児保育の広域化・Ｉ
ＣＴ化に向けた取組を支援する。
　・病児保育施設運営費の助成（３１施設）
　　　補助率　２／３（国１／３　県１／３）
　【特】市町村域を越えて広域利用できる仕組みの構築
　【特】病児保育施設が行うＩＣＴシステム導入に要する経費への助成

こども未来課病児保育充実支援事業

11

幼児教育の充実を図るため、私立幼稚園を設置する学校法人に対し運
営に要する経費を助成する。
　・私学振興費　　１４施設
　・施設型給付費　１２施設

こども未来課私立幼稚園運営費

7

保育を必要とする家庭の経済的負担を軽減するため、第２子以降の３
歳未満児の保育料を全額免除する市町村に対し助成する。
　・対　象　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設　など

こども未来課
大分にこにこ保育支援事
業

10

幼児教育及び保育の充実を図るため、認定こども園の運営に要する経
費を負担する。
　・幼保連携型　１００施設
　・幼稚園型　　　２６施設
　・保育所型　　　２６施設

こども未来課認定こども園運営費

9

保育の充実を図るため、保育所の運営や小規模保育等に要する経費を
負担する。
　・保育所　　　　　１５３施設
　・小規模保育施設　　２３施設
　・家庭的保育施設　　　７施設
　・事業所内保育施設　１０施設

こども未来課保育所運営費

8

子育て環境の充実を図るため、認定こども園の整備を行う市町村に対
し助成する。
　・幼保連携型　２施設
　・幼稚園型　　１施設
※待機児童の解消に向け、私立保育所、認定こども園保育所部分など、
国補助金の市町村直接交付分として６施設整備予定

こども未来課子育て支援対策充実事業

14
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6,707 
(0)

37,495 
(31,271)

21,572 
(21,685)

13,345 
(6,106)

14,391 
(0)

354,473 
(299,506)

179,107 
(146,508)

275,796 
(270,096)

310,826 
(143,448)

26
私立専門学校修学支援事
業

低所得世帯の学生の経済的負担を軽減し、意欲ある若者の私立専門学
校における修学を支援するため、授業料及び入学金の減免を行う学校法
人等に対し助成する。
　・私立専門学校（２５校）
　　　減免限度額　入学金　１６万円　　授業料　５９万円

私学振興・青
少年課

保護者の経済的理由による修学機会の喪失を防止するため、修学意欲
のある高校生等に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯　　　　第１子 　　　 年額110,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 84,000円→110,100円へ増額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　第２子以降　　年額141,700円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （129,700円→141,700円へ増額）
 　　　　 生活保護受給世帯（修学旅行費相当分）　年額 32,300円
　専攻科の生徒に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯及び生活保護受給世帯  年額 48,500円
　　　　　　　　　　　　　　　　 （ 36,500円→ 48,500円へ増額）
  ※オンライン学習に必要な通信費相当額増を含む(+12,000円)

教育財務課
公立高等学校等奨学金給
付事業

24

保護者の経済的理由による修学機会の喪失を防止するため、修学意欲
のある高校生等に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯　　　 第１子 　　　  年額129,600円
　　　　　　　　　　　　　　　   (103,500円→129,600円へ増額)
　　　　　　　　　　　　　　　　 第２子以降　 　年額150,000円
                                 (138,000円→150,000円へ増額)
　　　　　生活保護受給世帯（修学旅行費相当分）　年額 52,600円
　専攻科の生徒に対し奨学金を給付する。
　・対象　住民税非課税世帯及び生活保護受給世帯　年額 50,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　 ( 38,100円→ 50,100円へ増額)
　※オンライン学習に必要な通信費相当額増を含む(+12,000円)

私学振興・青
少年課

私立高等学校等奨学金給
付事業

こども・家庭
支援課

子どもの居場所づくり推
進事業

20

児童虐待防止の徹底を図るため、関係機関との連携を強化するととも
に、弁護士の活用により児童相談所の法的対応力等を強化する。
　・連携強化に向けた研修会の開催（４回）
　・児童相談所への非常勤弁護士の配置
　　（中央児相　週４回、中津児相　週１回）
　・出産前から支援を必要とする妊婦等への支援　など

こども・家庭
支援課

児童虐待防止対策事業

子育て・高齢者世帯住環
境整備事業

19

子育て世帯の住環境の向上や三世代近居・同居の支援、高齢者の暮ら
しの安心確保のため、住宅改修に要する経費に対し助成する。
　・子育て支援型　　　　　補助率１／５　限度額３０万円　　５０戸
　【新】ﾃﾚﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ改修型　補助率１／５　限度額３０万円　　２０戸
　【新】三世代近居支援型　補助率１／５　限度額３０万円　　２０戸
　・三世代同居支援型　　　補助率１／２　限度額７５万円　　２５戸
　・高齢者ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ型　　　 補助率１／５　限度額３０万円　　８５戸

建築住宅課

22

社会的養護が必要な児童を家庭的な環境の下で育成できる里親委託等
を推進するため、家庭養護推進員（４名）を配置し、市町村と連携して
新規登録者の確保や制度の普及・啓発等を行う。 こども・家庭

支援課
里親リクルート地域連携
事業

25

国の授業料実質無償化の対象とならない年収590万円以上910万円未満
世帯における私立高校生の保護者の経済的負担を軽減するため、授業料
減免を行う私立高校に対し助成する。
　・支援額　月額10,000円

私学振興・青
少年課

私立高等学校授業料減免
支援事業

23

21

子どもの居場所を確保し、貧困の早期発見等につなげるため、子ども
食堂の新規立ち上げ等を支援する市町村に対し助成するほか、朝食の定
期的な無料提供に取り組む子ども食堂等を支援する。
　・立ち上げ経費の助成        （補助率１／２　限度額２０万円）
　・機能強化に要する経費の助成（補助率１／２　限度額１０万円）
　【特】モデル小・中学校での朝食の定期的な無料提供の実施
　【特】クラウドファンディングによる子ども食堂の運営支援　など

18

若い世代が将来の仕事、結婚、子育てなどをイメージし、自らの生き
方を考える機会を増やすため、高校生などが興味を持ちやすい啓発冊子
の作成等を行う。

こども未来課
ライフデザイン創造促進
事業

特

特
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１　補正概要

4,549,225 千円

775,707,634 千円

780,256,859 千円

    【歳入の内訳】   

4,549,225 千円
4,449,225 千円）

２　補正事業の内容
（単位：千円）

(6,943,570)

3,497,000

10,440,570

(1,008,979)

500,000

1,508,979

(1,067,982)

205,000

1,272,982

(331,437)

100,000

431,437

(0)

27,225

27,225

(0)

220,000

220,000

※ 予算額欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は専決予算額、下段は累計。　　は、新規事業。

6

希望する時期の結婚を後押しするため、ガイドラインに基づ
く感染防止策を講じた安全な結婚式・披露宴を開催する県内在
住の夫婦に対し助成する。
　・結婚式・披露宴に要する経費への助成（飲食代等除く）
　　　補助率　１／２　　限度額　１０万円

こども未来
課

新型コロナ対応ウエ
ディング応援事業

5

県産花きの消費を拡大するため、県産花きを使用した花飾り
を小・中・高校、特別支援学校の卒業式等の会場に展示し、来
場者への県産花き消費拡大の意識の醸成に取り組む。 園芸振興課

県産花き消費拡大緊
急対策事業

4

外食需要の減少している県産農水産物の消費を拡大するた
め、希望する県内小中学校等の学校給食に提供するとともに、
食育を通じ児童・生徒の農林水産業への理解醸成に取り組む。
　・対象品目　おおいた和牛、冠地どり、野菜、養殖ブリ
　　　　　　　養殖ヒラメ

農林水産企
画課

県産農水産物学校給
食提供事業

既 決 予 算 額

3

Ｇｏ Ｔｏ トラベル事業の延期等の影響を受けた観光関連産
業を支援するため、県内向けの誘客対策を実施する。
　・割引額　旅行代金の１／２　　限度額　５千円

観光誘致促
進室

観光誘客緊急対策事
業

（うち地方創生臨時交付金

累 計

（元年度11月補正後予算比＋20.0%)

1

令和２年度一般会計２月専決予算(第8号)

大分県総務部財政課 
令和３年２月１２日

感染症による影響が長期化している中、中小・小規模事業者などに対するさらなる支援など、追加し
て緊急的に対応する必要があるものについて、本日（２月１２日）、補正予算の専決処分を行い、直ち
に取り組むこととしました。

補 正 予 算 額

事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 所 管 課

国 庫 支 出 金

感染症による影響が長期化している中、事業の継続、雇用の
維持や「新しい生活様式」の実践に取り組む県内の法人や個人
事業者に給付する応援金を増額するとともに、給付済みの者に
追加給付する。
  ・法人　５０万円→７０万円
　・個人　２５万円→３５万円

商工労働観
光企画課

中小企業・小規模事
業者応援金給付事業

2

感染症による影響で売上げが減少した県内ものづくり中小企
業を支援するため、事業再興計画を策定し、新規分野への挑戦
や新規の顧客獲得に取り組む経費に対し助成する。 工業振興課

ものづくり中小企業
コロナ危機対応再興
支援事業

新

新

新

２月１２日 記者発表

終 了 後 解 禁           .
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